資料２


大規模事業者（産業、業務）に対する省エネルギー対策について

1.　大阪府温暖化防止条例の計画書制度の施行状況について
1-1.計画書制度の概要
　・2006年度からエネルギー多量消費事業者（特定事業者）を対象に、温室効果ガス排出抑制対策等についての計画書制度を実施

　
府内に設置している全ての事業所のエネルギー使用量（原油換算値）が、合計1,500kl/年以上である事業者
連鎖化事業者のうち、府内に設置している加盟店を含む全ての事業所のエネルギー使用量（原油換算値）が、合計して1,500kl/年以上である事業者
府内で一定規模以上の自動車（トラック100台以上等）を使用する事業者
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図１　特定事業者の要件


　
・排出抑制対策や削減目標、燃料種別のエネルギー使用量を記載した対策計画書（3年毎）や毎年度の実績報告書の届出を義務付け
[bookmark: _GoBack]・排出量ベースまたは原単位ベースで3年で3%の削減を目標設定の目安として、計画的な取組みを指導するとともに、必要に応じて立入調査を実施
・事業者毎の届出の概要をHPで公表し、優良事業者を表彰
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図２　手続きの概要



1-2.特定事業者の排出削減状況
　・2011年度の府温暖化防止条例対象事業者のエネルギー消費量（1次エネルギーベース）は、産業部門が234PJ、業務部門が108PJであり、それぞれ、産業部門の約6割、業務部門の約4割を占めている。
　　（産業系、業務系事業者のエネルギー消費量から自動車由来を除いて算出）









図3　条例対象事業者の産業・業務部門内でのエネルギー消費量割合


・条例制定当初から届出を行っている事業者は、第2期の計画期間まで終了しているが、第1、2期ともに削減目標が未達成の事業者が約4割程度ある。
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　　図4　第一期及び第二期における排出量の推移及び削減目標の達成状況
※第一期（基準年度17年度、期間18～20年度）、第二期（基準年度20年度、期間21～23年度）




1-3.特定事業者の省エネ・省CO2の取組み状況
・条例対象事業者を対象とした省エネ・省CO2取組みの実施状況について調査した結果、運用改善対策や基本的な設備対策であっても十分には実施されていない事業者が見られた。その他、カーボンオフセットや見える化装置、太陽光発電の導入等、府が推進している対策についても実施率が低い状況である。




































2.他自治体における計画書制度について
2-1.他自治体の計画書制度の分類
・エネルギー消費量が多い事業者に対して、CO2排出量や対策の実施状況の報告を求める計画書制度を多くの自治体で導入しており、概ね下記のような段階で分類される。表1　自治体の計画書制度の規定内容による分類


	条例の規定内容
	実施自治体

	<第1段階（届出書の公表）>
届出内容を公表して、自主的取り組みを促す
	多くの自治体で実施

	<第2段階（指導・助言の実施）>
削減対策について、現地調査等による指導助言の実施
	神奈川県、岡山県、名古屋市など

	<第3段階（評価・表彰の実施）>
届出書を基に削減量、取組み内容を自治体で評価する（A、B・・・等のランク付け）とともに、表彰を実施
	長野県、京都府（市）、大阪府（表彰のみ）、横浜市、広島市、など

	<第4段期（排出量取引制度）>
　・事業者にＣＯ２等排出量削減を義務付け
	東京都、埼玉県



2-2.他自治体の評価制度の概要
（１）評価項目について
排出量削減率と対策の実施状況を加味して、評価が実施されている。
①排出量削減率
排出量又は原単位の削減率により評価をしている。
②対策の実施状況
実施すべき省エネ対策を提示し、その対策の実施状況を評価している。
評価項目としては、下記の項目が評価対象となっている。
（ⅰ）運用対策
（ⅱ）設備導入対策
（ⅲ）その他対策（再エネ・EMSの導入状況等）

（２）評価の体系について
①東京都（前制度）、京都府・京都市
　段階的に評価が上がる方式（一定の要件を満たすとB以上、さらに次のステップの要件を満たすとA以上という形式）
②長野県、横浜市
対策の実施状況、過去の削減率等の評価項目ごとに評価を行う方式
③広島市
　項目ごとに点数が割り振られており、それらの合計値で評価する方式（80～100点はＡという形式）
3. 大阪府で評価制度を導入する場合の考え方（案）について
表2　評価制度導入の課題及び論点


	検討項目
	課題及び論点
	事務局の考え方

	1排出量削減率の評価
	・現状は分野に係わらず排出量又は原単位で3年間で3%以上の削減を温暖化対策指針で求める。
・原単位で目標設定する事業者が多い場合、個々で削減目標を達成しても排出量が増加する場合あり。
・分野により削減ポテンシャルが異なる可能性がある。
	・総温室効果ガス排出量の削減という目的を明確にするために排出量削減率を評価の中心とする。
※原単位での削減率も一定考慮
・産業、業務ごとに削減率の評価基準を設定することを検討

	2対策実施率の評価
	･運用対策、設備導入対策、その他地球温暖化対策に資する対策等が他自治体で評価項目とされている。
・基本的な対策、府が推進する対策でも十分には実施されていない状況にある。
・評価対象となる項目数が増えると事業者負担が増加する。
	・事業者に基本的で効果の高い運用改善対策を中心に対策を絞って選定し、評価項目とする。
・また、大阪府が推進している温暖化に資する対策についても評価項目とする。

	3評価の体系
	・他自治体が実施している評価体系のうち、どの評価方式を実施するのが適当か。
・排出量削減率と対策実施率のどちらを優先するか。
・排出量削減率は過去の取組みや経済状況により影響を受けることもあり、対策を着実に実施している事業者が評価されない場合がある。
	・対策の着実な実施と継続が長期的には排出量の削減に寄与すると考えられるため、対策の実施率を評価の基本に据え、段階的に評価が上がる評価体系とする。

	4公表方法
	・対象事業所の全ての評価を公表するか、優良な事業者だけを公表するか。
	・計画書制度は、事業者の自主的な取組みを促進することが目的であり、良い評価を積極的に公表して事業者の省CO2取組み促進を図る。






4. 大阪府の評価制度の骨子（素案）
4-1.目的
　・取組み易く効果が高い基本対策の確実な実施、その他の省CO2施策等の推進
　・省CO2取組みの評価・公表による事業者の省CO2取組み促進のモチベーション向上
　　⇒府域の温室効果ガス排出総量の削減促進

4-2.評価対象・公表の対象、実施時期
　・事業者単位を基本に評価
　・優良事業者（例えばA～AAA評価の事業者）の評価結果をHP等で公表
　・計画初年度と計画最終年度に評価を実施

4-3.評価項目と判断基準
　・運用対策、設備導入対策及びその他の温暖化対策の実施率と排出量削減率で評価
　・対策の実施率は主な事業所で評価
　 
表3　対策項目の例
	■運用対策項目
	■設備導入対策項目
	■その他の温暖化対策項目

	エネルギー管理体制の構築
	高効率機器（照明・空調等）の導入
	カーボンオフセットの取組みへの協力

	機器管理台帳の整備
	設備更新計画の策定
	EMSの導入

	適正な照度設定
	過去の設備導入対策の実施による削減
	オーナー・テナント会議の設置

	冷暖房期の外気取り入れ量の管理
	太陽光発電の導入
	ヒートアイランド対策の実施

	燃焼設備の空気比の調整
	BEMSの導入
	平準化対策の積極的な推進

	コンプレッサの適正な使用
	太陽熱等を利用した給湯
	低炭素電力の購入



4-4.評価の体系
・対策の実施率が高ければ、上位評価となるようにし、上位評価の中で、排出量削減率によってさらにランク付けする評価体系とする。
表4　評価体系の例
	評価
	対策の実施状況
	排出量削減率

	AAA
	100%以上
	2%/年以上

	AA
	
	1%/年以上

	A
	
	1%/年未満

	B
	75%以上
	-

	C
	75%未満
	-





　　　　　条例対象事業者への省エネ・省CO2取組みアンケート調査結果参考

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（本年6月実施　回答数428）













1

	項　目
	■東京都（前制度）
	■京都府・市
	■横浜市
	■広島市

	1 評価時期
	・計画書、3年目（中間）、5年目（終了）
	・計画書、3年目（終了）
	・計画書、3年目（終了）
	・計画書、毎年

	2 主な評価対象
	・排出量削減率
・対策の実施状況、対策による削減量
・省エネ以外、事業所外の活動を評価
	・排出量削減率（3年間の年平均）で評価
・計画書に記載が全てあるか
・対策の実施状況
	・削減目標の達成度
・対策の実施状況
	・排出量削減率
・対策の実施度合い

	3 評価対象となる対策
	・基本対策
（運用対策(業務42、産業214）、設備導入（業務23、産業22））
・目標対策（業務24、産業152）
	・重点対策（運用対策）34項目
・選択対策（カーボンオフセット、過去の設備導入等）　6項目
	・重点対策（運用・設備対策）27項目
・市との連携等、その他地球温暖化対策の実施状況
	・基本対策10項目
・目標対策（設備導入等対策）
　10項目

	4 評価の考え方
	・対策が実施できていれば上位評価
・上位評価の中で、削減率や自動車等の対策の取組み状況によってさらにランク付け
	・排出量削減率が目標を達成できれば上位評価
・対策実施率や目標対策率も加味
・届出書の記載不備があれば最低評価
	・対策の実施状況
・削減目標の達成度、重点対策の実施状況等6項目を項目ごとに評価
	・排出量削減率と対策の実施率を点数化
・対策実施による点数が9割を占めるが、排出量が増加している場合は最高評価とはならない。

	5 公表
	・A以上を「優良」事業所として公表
	・対象事業所の全ての評価を公表
	・A以上を「優良」事業所として公表
	・A以上を「優良」事業所として公表



表　評価制度実施自治体の取組み内容
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■　東京都の評価体系抜粋（東京都HPより）
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■　京都府の評価体系抜粋（京都府HPより）
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■　横浜市の評価体系抜粋（横浜市HPより）


■　広島市の評価体系抜粋（広島市HPより）
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産業
条例対象 234(PJ)
59%
条例対象外 160(PJ)
41%
条例対象	条例対象外	234	160	条例対象	条例対象外	336	330	条例対象 106 
39%
条例対象外 169 
61%
条例対象	条例対象外	108	161	業務
条例対象 108 (PJ)
39%
条例対象外
 161(PJ) 
61%
条例対象	条例対象外	108	161	第一期	第二期	61	59	20年度排出量	23年度排出量	1690	1638	17年度排出量	20年度排出量	1847	1564	一般管理事項
実施済み	1 推進体制の整備	2 機器台帳の整備	3 事業所全体のエネルギー使用量の把握、管理	4 配管系統図の整備・見直し	5 設備の更新計画の立案と更新効果の把握	68.269230769230774	44.887780548628427	48.019801980198018	46.649484536082475	30.922693266832919	一部で実施	1 推進体制の整備	2 機器台帳の整備	3 事業所全体のエネルギー使用量の把握、管理	4 配管系統図の整備・見直し	5 設備の更新計画の立案と更新効果の把握	25	39.401496259351617	38.613861386138616	41.75257731958763	39.650872817955111	未実施	1 推進体制の整備	2 機器台帳の整備	3 事業所全体のエネルギー使用量の把握、管理	4 配管系統図の整備・見直し	5 設備の更新計画の立案と更新効果の把握	6.7307692307692308	15.710723192019952	13.366336633663368	11.597938144329897	29.42643391521197	照明設備・空気調和設備
実施済み	6 照明設備の運用管理（照度管理等）	7 蛍光灯の高効率化	8 水銀灯の高効率化	9 室内温度の適正管理	10 外気導入量の適正管理	11 冷温水出口温度の調整	12 空気調和設備の保全管理	13 空調が不要な部屋の空調停止、空調・換気運転時間の短縮	14 冷却水設定温度の調整	39.285714285714285	28.776978417266186	23.966942148760332	50.59952038369304	30.606860158311346	45.079365079365083	53.86533665835411	39.646464646464644	53.46534653465347	一部で実施	6 照明設備の運用管理（照度管理等）	7 蛍光灯の高効率化	8 水銀灯の高効率化	9 室内温度の適正管理	10 外気導入量の適正管理	11 冷温水出口温度の調整	12 空気調和設備の保全管理	13 空調が不要な部屋の空調停止、空調・換気運転時間の短縮	14 冷却水設定温度の調整	48.571428571428569	59.95203836930456	52.066115702479344	41.966426858513188	25.857519788918204	29.523809523809526	36.159600997506239	41.161616161616159	27.722772277227726	未実施	6 照明設備の運用管理（照度管理等）	7 蛍光灯の高効率化	8 水銀灯の高効率化	9 室内温度の適正管理	10 外気導入量の適正管理	11 冷温水出口温度の調整	12 空気調和設備の保全管理	13 空調が不要な部屋の空調停止、空調・換気運転時間の短縮	14 冷却水設定温度の調整	12.142857142857142	11.270983213429256	23.966942148760332	7.434052757793765	43.535620052770447	25.396825396825395	9.9750623441396513	19.19191919191919	18.811881188118811	ボイラ・工業炉・コジェネ等
実施済み	15 空気比の管理	16 蒸気配管やバルブ等の断熱・保温	17 蒸気圧力の運転圧力調整	18 蒸気配管、スチームトラップの管理	19 ボイラー設備群としての効率運転の実施（複数台数を運転する場合）	20 自家発電	21設備の効率管理	73.800738007380076	66.535433070866148	74.152542372881356	56.779661016949156	67.906976744186039	56.779661016949156	67.906976744186039	一部で実施	15 空気比の管理	16 蒸気配管やバルブ等の断熱・保温	17 蒸気圧力の運転圧力調整	18 蒸気配管、スチームトラップの管理	19 ボイラー設備群としての効率運転の実施（複数台数を運転する場合）	20 自家発電	21設備の効率管理	16.974169741697416	30.314960629921263	21.1864406779661	35.16949152542373	20.465116279069768	35.16949152542373	20.465116279069768	未実施	15 空気比の管理	16 蒸気配管やバルブ等の断熱・保温	17 蒸気圧力の運転圧力調整	18 蒸気配管、スチームトラップの管理	19 ボイラー設備群としての効率運転の実施（複数台数を運転する場合）	20 自家発電	21設備の効率管理	9.2250922509225095	3.1496062992125982	4.6610169491525424	8.0508474576271176	11.627906976744185	8.0508474576271176	11.627906976744185	コンプレッサ・ポンプ・ファン等
実施済み	22 コンプレッサの吐出圧の適正化	23 コンプレッサの吸入空気温度上昇の防止	24 不要時の停止	25 保全管理	26 配管等の漏れ箇所の特定および修理	27インバータ関係	55.234657039711188	71.024734982332163	66.961651917404126	69.476744186046517	61.383285302593663	49.466192170818509	一部で実施	22 コンプレッサの吐出圧の適正化	23 コンプレッサの吸入空気温度上昇の防止	24 不要時の停止	25 保全管理	26 配管等の漏れ箇所の特定および修理	27インバータ関係	29.602888086642597	22.968197879858657	24.188790560471976	26.453488372093027	32.27665706051873	43.772241992882563	未実施	22 コンプレッサの吐出圧の適正化	23 コンプレッサの吸入空気温度上昇の防止	24 不要時の停止	25 保全管理	26 配管等の漏れ箇所の特定および修理	27インバータ関係	15.162454873646208	6.0070671378091873	8.8495575221238933	4.0697674418604652	6.3400576368876083	6.7615658362989333	冷蔵冷凍設備・OA機器等
実施済み	28　調理機器、業務用冷凍・冷蔵庫の設定温度	29　業務用冷蔵庫の運転関係	30　業務用冷蔵庫のメンテナンス関係	31パソコン不使用時の電源ｏｆｆについて	32電化製品不使用時のプラグからの取り外し	33パソコン・ＯＡ機器の使用削減	35.930735930735928	39.366515837104075	35.909090909090907	64.578313253012041	25.536992840095461	28.537170263788969	一部で実施	28　調理機器、業務用冷凍・冷蔵庫の設定温度	29　業務用冷蔵庫の運転関係	30　業務用冷蔵庫のメンテナンス関係	31パソコン不使用時の電源ｏｆｆについて	32電化製品不使用時のプラグからの取り外し	33パソコン・ＯＡ機器の使用削減	32.467532467532465	28.054298642533936	37.272727272727273	33.493975903614462	49.880668257756561	30.69544364508393	未実施	28　調理機器、業務用冷凍・冷蔵庫の設定温度	29　業務用冷蔵庫の運転関係	30　業務用冷蔵庫のメンテナンス関係	31パソコン不使用時の電源ｏｆｆについて	32電化製品不使用時のプラグからの取り外し	33パソコン・ＯＡ機器の使用削減	31.601731601731604	32.579185520361989	26.81818181818182	1.9277108433734942	24.582338902147971	40.767386091127101	自動車
実施済み	34 エコドライブの励行	35 自動車の適正な維持管理	36 燃料使用量等の把握	37 低公害車の導入	32.165605095541402	53.900709219858157	78.571428571428569	29.37062937062937	一部で実施	34 エコドライブの励行	35 自動車の適正な維持管理	36 燃料使用量等の把握	37 低公害車の導入	25.159235668789808	17.021276595744681	13.636363636363635	26.573426573426573	未実施	34 エコドライブの励行	35 自動車の適正な維持管理	36 燃料使用量等の把握	37 低公害車の導入	42.675159235668794	29.078014184397162	7.7922077922077921	44.05594405594406	その他の温暖化対策に係わる取組み
実施済み	38 カーボンオフセットの取組み	39見える化装置の導入	40デマンド監視装置関係	41 太陽光発電設備の導入	2.8915662650602409	21.927710843373493	56.385542168674696	13.253012048192772	一部で実施	38 カーボンオフセットの取組み	39見える化装置の導入	40デマンド監視装置関係	41 太陽光発電設備の導入	1.6867469879518073	26.265060240963855	22.409638554216869	9.1566265060240966	未実施	38 カーボンオフセットの取組み	39見える化装置の導入	40デマンド監視装置関係	41 太陽光発電設備の導入	79.277108433734938	41.445783132530124	15.421686746987953	47.46987951807229	image3.wmf
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